　　　多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、町内の脱炭素先行地域における民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う二酸化炭素の排出量実質ゼロ及び民生部門電力以外の温室効果ガスの排出量削減などの脱炭素先行地域づくりを推進し、脱炭素社会の実現による地域活性化を図るため、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（令和４年３月３０日付環政計発第２２０３３０１号。以下「国要綱」という。）第３条第２項に規定する脱炭素先行地域づくり事業を実施する者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、国要綱、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月３０日付和製啓発第２２０３３０３号。以下「国要領」という。）及び多気町補助金等交付規則（平成１８年多気町規則第３７号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱における用語の定義は、国要綱及び国要領において使用する用語の例による。
２ この要綱において、補助の対象となる地域（以下「補助対象地域」という。）は、町の脱炭素先行地域づくり事業における事業計画の脱炭素先行地域エリアをいう。
　（補助対象経費）
第３条　補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、国要領の別紙１に定める経費とする。
　（補助金の額）
第４条　補助対象事業に係る補助金の額は、補助対象経費に国要領の別紙１に基づく交付率等を乗じた額とする。
(交付申請)
第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金の交付の申請をしようとするときは、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付申請書(様式第1号)に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
(1)　多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金事業計画書(様式第２号)
(2)　多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金収支予算書(様式第３号)
(3)　その他町長が必要であると認めた書類
　（交付決定）
第６条　町長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、適正と認めるときは、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。
２　町長は、交付決定をする場合においては、補助金の目的に照らし、必要な条件を付することができる。
　（補助事業の変更等）
第７条　前条の規定による補助金の交付決定を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、申請内容を変更しようとするとき又は補助対象事業を中止しようとするときは、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金（変更・中止・廃止）承認申請書（様式第５号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、補助事業の目的を損なわず、かつ、既に交付決定を受けた補助金の額の増額を要しない変更については、この限りでない。　
２　町長は、前項の規定による申請について承認したときは、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金（変更・中止・廃止）承認通知書（様式第６号）により通知するものとする。
３　町長は承認又は指示をする場合においては、補助金の目的に照らし、必要な条件を付することができる。
（実績報告）
第８条　交付決定者は、補助事業が完了したとき(補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。)は、速やかに、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金事業完了報告書(様式第７号)に次の各号に掲げる書類を添えて町長に報告しなければならない。
(1)　多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金事業実績報告書(様式第２号)
(2)　多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金収支精算書(様式第３号)
(3)　その他町長が特に必要であると認めた書類
　（補助金の額の確定）
第９条　町長は、前条の規定による報告を受けたときは、必要な審査を行い、当該補助事業の成果が交付決定の内容(第６条の規定により変更されたときは、その変更された内容)と適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付額確定通知書(様式第８号)により交付決定者に通知するものとする。
　（補助金の交付請求及び交付）
第１０条　交付決定者は、前条の規定により通知を受けた場合は、速やかに、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付請求書(様式第９号)により町長に補助金の交付を請求するものとする。
２　町長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは、補助金を交付するものとする。
　（補助金の概算払）
第１１条　町長は、補助事業について必要があると認めたときは、補助金の概算払をすることができる。
２　交付決定者は、概算払を受けようとするときは、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金概算払請求書(様式第１０号)により町長に請求しなければならない。
（差額の返還）
第１２条　町長は、交付決定者が第９条の規定により確定された交付すべき額を超える補助金額を前条に規定する概算払により交付済であるときは、期限を定めてその差額を返還させるものとする。
(補助事業が不正に執行された場合等の措置)
第１３条　町長は、交付決定者が補助事業を執行せず、若しくは補助金を他の目的に使用し、又は法令等の規定、補助金交付の条件若しくは法令等に基づく町長の指示に違反したときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
２　町長は、前項の取消しをした場合において、交付決定者が既に補助金の全部又は一部を交付済であるときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。
(事業実施主体に対する指示等)
第１４条　町長は、その所掌に係る補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、交付決定者に対し報告を徴し、若しくは指示をし、又は帳簿その他の物件を検査することができる。
(暴力団等の排除)
第１５条　町長は、交付決定者が暴力団等(多気町暴力団排除条例(平成２３年多気町条例第４号)第２条第１号に規定する暴力団等をいう。)に該当すると認めたときは、当該暴力団等に交付決定を行わないものとする。
２　町長は、交付決定した後、交付決定者が暴力団等に該当すると認めたときは、当該暴力団等に係る補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付されている補助金の返還を命ずるものとする。
(補助金の経理)
第１６条　交付決定者は、補助事業についての帳簿を備え、補助事業に係る経費と他の経費とを明確に区分して経理し、補助金の使途を明確にしておかなければならない。
２　交付決定者は、前項の経理を行う場合、その支出内容を証する書類を整備して、前項の帳簿とともに補助事業が完了した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。
(その他)
第１７条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。



附　則
この要綱は、令和７年５月１日から施行し、令和１２年３月３１日限りでその効力を失う。ただし、この要綱の規定に基づき既になされた交付申請に係る第１３条から第１６条までの規定については、同日以降もなおその効力を有する。


様式第１号（第５条関係）

年　月　日
多気町長　様


所在地
名　称
代表者

年度　多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付申請書

多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

交付申請額　金　　　　　　　　　　　　　円

添付書類
（1） 多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金事業計画書(様式第２号)
（2） 多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金収支予算書（様式第３号）
（3） その他町長が必要と認めた書類




様式第２号（第５条、第８条関係）


多気町長　様

所在地
名　称
代表者

年度　多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金
事業計画（実績報告）書


１．事業名


２．目　的


３．事業計画（実績報告）
	事業概要
	総事業費
	事業費
負担内訳
	事業施工
方法
	事業実施
期間
	備考

	
	
	
	
	
	





様式第３号（第５条、第８条関係）


年度多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金収支予算（精算）書

１．収入の部
	項目
	予算額
（精算額）
	説明

	
	
	

	計
	
	



２．支出の部
	項目
	予算額
（精算額）
	説明

	
	
	

	計
	
	



上記は原本と相違ありません。

年　　月　　日

申請者
所在地
名　称
代表者
様式第４号（第６条関係）

多気町指令第　　　号


申請者
所在地
名　称
代表者


年　月　日付で申請のあったに多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費に対して、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付要綱第６条の規定により　年度補助金として金　　　　　　　　　　　円の交付を決定する。



　　年　　月　　日

多気町長　　　　　　　　　印









様式第５号（第７条関係）

年　月　日


多気町長　様

所在地
名　称
代表者

多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金
（変更・中止・廃止）承認申請書

年　月　日付で申請しました多気町脱炭素先行地域づくり推進事業につきまして、下記のとおり事業内容を（変更・中止・廃止）したいので、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付要綱第５条第１項の規定により承認を申請します。

記
１．（変更・中止・廃止）の理由


２．（変更・中止・廃止）の内容


３．変更申請額　　　　　　金　　　　　　　円
　（１）既交付決定額　　　金　　　　　　　円
　（２）差引増減額　　　　金　　　　　　　円
様式第６号（第７条関係）



多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金
（変更・中止・廃止）承認通知書



　　　　　　　　　　　　様


年　月　日付（変更・中止・廃止）承認申請については、承認し、下記のとおり交付することとします。


記

交付決定（承認）額　金　　　　　　　　　　　　　円



年　月　日

多気町長　　　　　　　印




様式第７号（第８条関係）


多気町長　様

所在地
名　称
代表者



多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金事業完了報告書


年　月　日付け第　　号で交付の決定がありました多気町脱炭素先行地域づくり推進事業について、下記のとおり実施しましたので、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付要綱第８条の規定により、その実績を報告します。


記

添付書類
1. 多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金事業実績報告書（様式第２号）
1. 多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金収支精算書（様式第３号）
1. その他町長が特に必要と認めた書類


様式第８号（第９条関係）



年　月　日

多気町長　　　　　印


多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付額確定通知書

先に交付決定した多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金については、下記のとおり額の確定を行いましたので、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付要綱第９条に基づき通知します。




記


交付額　　　　　　　　　　　　円





様式第９号（第１０条関係）

年　月　日
多気町長　様
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　印

多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付請求書

　年　月　日付け第　　　　号により額の確定があった多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金について、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１　請求金額　　　金　　　　　　　　　　　円

２　振込先
	　
	振込先金融機関名
	金融機関名
	銀行　　　　　本店・支店

	
	
	
	農協　　　　　本店・支店

	
	
	
	　

	
	
	預金の種類
	普通・当座(該当を○で囲む。)

	
	
	口座番号
	　

	
	
	フリガナ
	　

	
	
	口座名義人
	　



様式第１０号（第１１条関係）

年　月　日
多気町長　様

所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　印

多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金概算払請求書

　年　月　日付け第　　　　号により額の確定があった多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金について、多気町脱炭素先行地域づくり推進事業費補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

[bookmark: _Hlk195818551]１　請求金額　　　金　　　　　　　　　　　円

２　振込先
	　
	振込先金融機関名
	金融機関名
	銀行　　　　　本店・支店

	
	
	
	農協　　　　　本店・支店

	
	
	
	　

	
	
	預金の種類
	普通・当座(該当を○で囲む。)

	
	
	口座番号
	　

	
	
	フリガナ
	　

	
	
	口座名義人
	　



